
固定資産台帳がない場合に提出する取得財産管理台帳の記入例

 山梨県物流基盤強化事業費補助金

単価
（税抜）

取得価格
（税抜）

年月日 耐用年数
処分制限
年 月 日

価 格
（税抜 ）

処分の内容 年月日

1 洋式トイレ
(株)山梨トイレ▲▲▲

洋式Aシリーズ
ABC-123

1 基 500,000円 500,000円 R07.8.20 15年 R23.8.19
甲府市丸の内1-6-1
○○事業所

山梨□□電気
設備（株）

2 照明
(株)山梨デンキ

LEDベースライトA
ABC-123

1 台 20,000円 200,000円 R07.8.20
甲府市丸の内1-6-1
○○事業所

山梨□□電気
設備（株）

3 付随費用 施工費など 1 式 380,000円 380,000円 R07.8.20
山梨□□電気
設備（株）

4 エアコン
(株)YAMANASHI●●●

Eシリーズ
XYZ-456

2 台 150,000円 300,000円 R07.9.16
甲府市丸の内1-6-1
○○事業所

(株)山梨◎◎
設備工業

5 付随費用 施工費など 1 式 380,000円 380,000円 R07.9.16
(株)山梨◎◎
設備工業

6
フォークリ
フト

(株)ﾔﾏﾅｼﾌｫｰｸﾘﾌﾄ
エンジン式
DEF-1000

1 台 1,500,000円 1,500,000円 R07.10.5 10年 R17.10.4
甲斐市○○1-1-1
△△倉庫

(株)kai○○車
両

注 １　取得年月日は、取得財産の検収を行った年月日を記入すること。 ※又は納品日の年月日を記入。

３　種別が同じであっても、型番や単価等が異なる場合には区別して記載すること。
４　取得価格には、付随費用（設置費等）を含めた価格を記入すること。

　　その期間は、取得の日から起算する。

７　保管場所は、住所及び保管場所（事業所や店舗名など）の名称を記入すること。

５　処分制限期間は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間とし、

　　「処分制限年月日」の欄には、処分制限の終期を記入すること。

※付随費用を例のように最終行にまとめて記入も可。

６　「備考」の欄には取得の相手方又は処分の相手方等を記入すること。

取　得　財　産　管　理　台　帳

番号 設備区分
メーカー名

機種名
型番

数量 単位

取得
処 分 制 限 期 間
(税抜50万円以上の場合)

処 分 の 状 況

保管場所 備考

２　１件の取得価格が５０万円以上（税抜）の備品等の財産を取得した場合、「処分制限期間」の欄も記入するものとする。

更新機器を設置した

住所及び事業所名記 施工業者名など記入不要

耐用年数の処分制

限最終日を記入

※8月20日ではあり

ません。申請時耐用年数

を記載こと。


